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研究成果の概要（和文）：高齢社会を元気に暮らせる社会づくりに立脚し、生きていく上に必

須となる健康・福祉の充実・整備を、いつでも・どこでも・だれでもアクセスできるサービス

提供拠点として「健康福祉コンビニ」の設置・稼働を検討した。結果、潜在する地域の活力

が引き出され、信頼関係に基づく豊かな人間関係が活性化された。「健康福祉コンビ

ニ」に必須な要素として、既存の地域ネットワークをより活性化させることが重要と

わかった。 

 

研究成果の概要（英文）：The study examines setting up and operating a health-welfare 

convenience store as a service base accessible at any time, from any place and by 

anyone. Such a store is founded upon society-building where the elderly can actively 

enjoy their life and is to ensure and promote health and welfare essential to high 

quality of life. As a result, energy latent within a local community was drawn out, 

and rich human relationships based on trust were strengthened. It became evident that 

it is important to activate more of an existing community network as an essential 

element for a health-welfare convenience store. 
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１．研究開始当初の背景 

高齢社会の進展に伴う多岐にわたる課題は
指摘され続けている。こうした状況に照らし、

米国では、高齢者のための地域包括医療（福
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祉プログラムを含む）システムとして PACE 

(Programs of All-Inclusive Care for the 

Elderly)、高齢人口集中地区における住民参

加型保健福祉サービスシステムとして

NORC-SSPs(Naturally Occcurring Retirement 

Communities with Supportive Service 

Programs)等のプログラムを展開している。ド

イツではSozialstationという包括的保健福

祉サービス提供拠点を展開するなど、医療改

革や福祉改革が進められる中、地域に根ざし

た住民の健康福祉支援システムの再構築は各

国において急進な課題となっている。本邦に

おいても、地域包括医療の名の下で佐久病院

や沢内村などの事例が紹介されている。こう

した国内外の取り組みを包括的にまとめつ

つも、個々の事例の状況が反映されるという、

健康・福祉に寄与する普遍性の高いシステム

モデルを提示することが重要と考え、本研究

を構想した。 

そこで、こうしたモデルをソーシャル・キ

ャピタル理論から評価・検討することとした

のは、平成15年内閣府国民生活局市民活動促

進課発表「ソーシャル・キャピタル：豊かな

人間関係と市民活動の好循環を求めて」や平

成17年内閣府経済社会総合研究所「コミュニ

ティ機能再生とソーシャル・キャピタルに関

する研究調査報告書」、平成17年国土交通

省・国土交通政策研究所「ソーシャル・キャ

ピタルは地域の経済成長を高めるか：都道府

県データによる実証研究」にみられるように、

「人々が元気に暮らせる社会づくり」のため

に核となる要素、夫婦・親子・兄弟・近所・

友人などの信頼関係を、適切に評価しうる。

さらに、ソーシャル・キャピタルを軸に構成

された組織の自立性や多様性・多機能性を考

慮すると、新しいシステムモデルの評価方法

としてソーシャル・キャピタル理論を用いる

ことは最適と思考したためである。 

さらに、WHO が提唱するアクティブ・エー

ジングの観点から、高齢者個人がアクティブ

に活動するための方法（予防介護メニューや

継続維持のための方法の検討）のみならず、

独居・高齢夫婦世帯が増加する昨今の現状か

ら個から集団、家族から地域へそのフォーカ

ス・ポイントを移す必要性があると考え、措

置・支援の発想から自立参加へと健康・福祉

に関し主人公となる高齢者の認識変容も期

待しながら、個々の事例を活かしつつ包括的

に取り組める方法として、本研究の構想に至

った。 

２．研究の目的 

高齢社会を元気に暮らせる社会づくりの

ために、１）研究対象地域の現状評価、２）

健康福祉コンビニの構想・設置・運営、３）

健康福祉コンビニに関するソーシャル・キャ

ピタルに照らした機能評価、の３項目につい

て明らかにする。 

３．研究の方法 

 研究は、以下の３つの方法で行う。 

（１）市街地周辺と中山間の２地域に暮らす

高齢者（65 歳以上）への聞き取り調査

を行い、健康福祉コンビニに必要な構

造・機能の検討を多角的に行う。 

（２） 現状把握・評価に基づき、「健康福祉

コンビニ」にもたせる構造・機能を

構想し、設置・稼働させる。 

（３） 「健康福祉コンビニ」の利用状況や

利用者評価から、ソーシャル・キャ

ピタルに照らした評価・考察を聞き

取り・アンケート調査から行い、本

研究に対する総合評価を行う。 

４．研究成果 

（１）２地域に暮らす高齢者への聞き取り調

査結果 

 市街地周辺地域高齢者 61 名と中山間地域



 

 

ＷＨＯ／ＱＯＬ

（生活の質）
生活満足度

主観的健康感 ＤＳＳ（うつ症状）

プロダクティブ･アクティビティ

（家事、仕事、ボランティアなどを行なう）

女性

友人が少ない

友人との関わり満足度が低い

在住年数が少ない

永住希望が薄い

同居家族の家族構成が複雑

近隣との関わり満足度が高い

信頼できる人が少ない

信頼できる人との関わりが少ない

ＳＯＣ

（ストレス対処能力）

＊

＊＊

＊＊

＊

＊

＊＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

ＷＨＯ／ＱＯＬ

（生活の質）
生活満足度

主観的健康感 ＤＳＳ（うつ症状）

プロダクティブ･アクティビティ

（家事、仕事、ボランティアなどを行なう）

女性

友人が少ない

友人との関わり満足度が低い

在住年数が少ない

永住希望が薄い

同居家族の家族構成が複雑

近隣との関わり満足度が高い

信頼できる人が少ない

信頼できる人との関わりが少ない

ＳＯＣ

（ストレス対処能力）

＊

＊＊

＊＊

＊

＊

＊＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

高齢者 55 名に対し、フェイス項目、年齢、

性、在住地域・年数、永住希望の有無と理由、

世帯収入への満足度、教育歴、同居家族構成、

家族以外の近隣・友人・信頼できる人の人数

と関わりの頻度、SOC(sense of coherence)13

項目版、主観的健康感や生活満足度を含んだ

WHO/QOL、Depression and suicide screen、

プロダクティブ・アクティビティーについて

質問調査した。 

これまでの先行研究では中山間地域や限

界集落という環境は、健康や生活の質の悪化

の要因とされることが多かった。しかし、社

会的資源が減少し生活の質が低下するよう

に思われる中山間地域であっても、それでも

一部の研究によって“その生活を続けよ

う”と思う人々の存在が認められていた。こ

のように矛盾するような現象がなぜ起こっ

ているのか、市街地周辺地域と健康生成の要

因検討を行った。 

結果、市街地周辺地域に比べ、資源や行

動・生活習慣、うつ症状との関連項目が複雑

に影響し合っており、中山間地域の中で起こ

っている現象は理解されにくかった。中山間

地域の住民では、市街地周辺地域で見られな

いような、活動と在住希望の薄さが関連して

いた。このことから、中山間地域では部外者

の排除とグループメンバーへの過度の要求

といったソーシャル・キャピタルの負の側面

が認識されやすい傾向にあると言える。しか

し、中山間地域でもさらに限界が極まった場

所（小規模高齢化集落）では、逆に活動と永

住希望に正の関連性、ソーシャル・キャピタ

ルを正の側面から捉える傾向が見られた。 

このソーシャル・キャピタルの捉えなおし

には、SOC の処理可能感と有意味感、つまり

出来事に対処する自信や、出来事に意味を見

出しポジティブに生きる事ができる能力が

関係していると考えられた。分析では処理可

能感と有意味感は市街地周辺地域よりも中

山間地域で、中山間地域よりも小規模高齢化

集落の方が高かったことから説明できる。 

以上のような地域の比較によって、中山間

地域の生活に SOCが大きな働きを担っている

ことが明らかになった。そして、この SOC に

関連した資源として、中山間地域では“在住

年数が少ないこと”や“信頼できる人との関

わりが少ないこと”、“近隣との関わり満足度

が高いこと”の存在が明らかになった。中山

間地域では、同居家族がおり、家族以外の信

頼できる人数や関わりが少ない状態である

が家庭や社会で役割や仕事を持っているこ

とや、在住年数が少なく同居家族へ支援を行

なうこと、集落に溶け込もうと近隣への支援

を行なうことが、“自分自身のことは自分で

しなければならない、家族の面倒まで私がし

なければ”と、自活とコミュニティー・ネッ

トワークへの参加を意識づけている。このよ

うな意識が SOC を育て、決して多いはずがな

い近隣との関わりに満足度を高めることに

つながっていると説明することができた。 

しかし本研究では、中山間地域の対象に合

わせたアンケート用紙を作成したため、コミ

ュニティ・ネットワークが希薄化している市

街地周辺地域では、本研究で調査したコミュ

ニティー・ネットワークが主体の資源と SOC

は関連していなかった（図１参照）。 
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図１ 中山間地域における SOC の要因関連１） 

さらに、中山間地域よりも限られた人的資

源やサービスでありコミュニティー・ネット

ワークを渇望する小規模高齢化集落でも、

SOC と資源に関係性が見られなかった。小規

模高齢化集落には、今回調査した資源以外に、

SOC 合計得点率を市街地周辺地域や中山間地

域よりも高くしている要因があると想起さ

れる。そしてこの要因こそが、これからの中

山間地域への介入や政策を行なう際に重要

なポイントとなることが示唆された。 

（２）「健康福祉コンビニ」構想と稼働－社
会 

実験に基づく検討－ 

 健康福祉コンビニを構想し稼働させるた

めには、地域住民がどのようなニーズを持っ

ているかを確認する必要がある。 

 なぜなら、先述した調査研究結果からも、

地域住民を連携させていくための資源が特

定できなかったからである。また、政策の観

点から、従来の措置型福祉社会や移行型福祉

社会の弊害を克服することを目指し、住民参

加型福祉社会の実現を機能的に支える仕組

みが「健康福祉コンビニ」であると考えたた

めである。措置型福祉社会では、クライエン

トに対する一方向的支援が行政等専門機関

によってなされ、また移行型福祉社会では、

クライエントに対する支援は総合的に変化

するものの、行政等専門機関による支援体制

には変化がなく、周辺住民の参加はない（図

２参照）２）。 

住民参加の「地域づくり・まちづくり」を

中心に据え、人々の健康や福祉を基本におい

た連携ネットワークの結実が「健康福祉コン

ビニ」でもあるので、これらを実質化させる

ためには、住民参加が促されるための動機＝

ニーズが重要となる。地域ニーズの把握は、

住民参加を促し、「拠点化＝人々が集まる」

という動きを作り出すための重要な要素で

もある。 

 本研究において対象とした地域の特性は、

統合的ネットワークを形成していながらも、

近隣者との距離をある程度とるような特徴

があった。この距離は、住民の自主性や自活

性に関連するので、距離感を埋めるようなネ

ットワーク形成は、自立した生活が行える能

力を奪うと共に、過剰でお節介なサービス提

供にも至り兼ねない。よって、住民参加型健

康福祉を検討するためには、既存ネットワー

クを水平・垂直的に拡大するネットワークへ

成長させながら、他のネットワークとの連携

や新しいネットワークとの融合が図れるよ

うなしくみ作りが必要である。 

 そこで、住民のニーズを引き出すための工

夫として、健康調査と称し聞き取り調査によ

る個別訪問、地域の困り事に対する学生のボ

ランティア活動を実施し、住民ニーズの引き

出しを行った。平成 21 年度は、１回の健康

調査と１回の地域の困り事への対応活動を

実施し、平成 22 年 3 月には地域住民との交

流会を持った。各活動の結果は、以下の通り

である。 

① 健康調査の結果 

高齢者 27 名に対し、身長・体重・左右の

上腕周囲径・左右の非腹部周囲径の測定、最

近気にかかる健康上の問題、好きな事／習慣

的に行っていること、地域等の活動で困って

いる事を聞いた。また、老研式活動能力指標

による評価を行った。 

「健康上の問題」では、筋・骨格系に関す

る訴えが多く 13 人 48.1％であった。山間の

生活のため、日常の生活において歩くことが

多いため、足・腰の痛みへの主訴が多くなっ

ていた。「好きなこと／習慣的に行っている



 

 

こと」は、カラオケが多く 6 人 22.2％、「地

域での困り事」としては、相談相手がいない

が 3人、イノシシへの対応や道の悪さが各 1

人であった。「生活上での困り事」は、農協

等店舗の撤退もあり店の少なさが多く 7人

25.9％、交通の不便さ 3人であった。 

老研式活動能力指標による評価では、昨年

度と比較し、出来なくなった項目はなく、お

おむねこの１年前後では心身かつ社会的活

動能力に変化がないことがわかった。つまり、

余病を持ちながらも自立生活がおくれ、ある

程度の健康状態が維持されていると言えた。 

② 地域住民との交流会 

住民交流会は、学生 16 人、地域代表者 24 

名の参加によって開催された。地域代表者は、

民生委員や地域婦人会のメンバー等、地域を

支えるための要となる役割を持つ人々であ

る。 学生 2～3名、地域代表者 4人のメンバ

ー構成で 6班にわかれ話し合いを行った（写

真１）。 

それぞれの班で、学生が地域に入ってくれ

たことは効果があり今後も継続的に関わり

を持ってほしいことが話し合われている。特

に健康調査は、自然な関わりを持てることや、

地域での見守りや介入の必要性の有無を客

観的に知ることができるため、重要と認識さ

れていた。また、地域振興活動として、「な

し・ぶどう祭り」への学生参加が各班の内容

としてあがっている。祭りの企画・運営、学

生の出し物披露や学生の模擬店運営等、学生

の参加による企画や例年にない内容を催し

たい希望が強かった。さらに、民泊の希望も

あり「須金をもっと知ってほしい」「須金の

良さをもってアピールしたい」などの要望も

あつく語られている。 

学生に対し地域住民は、引き続き頻回地域

を訪れてほしいとの希望があるが、交通の便

等が悪いため、そうした対応をどのようにす

るかが、大きな課題として残った。 

「健康福祉コンビニ」としてどのような内

容を準備することが重要かを明らかにする

ために、健康調査や学生ボランティア活動に

よる介入を試みた。結果、地域住民の学生に

寄せる期待の大きさと同時に、そこに暮らす

住民として、「何をしなくてはいけないか」、

あるいは「何かをしなくてはいけない」とい

う意識の醸成が図られ、学生等多くの人が集

まるしくみを作る必要性への気づきが喚起

された。支援等を受けるばかりではなく、地

域住民として情報を発信すること、魅力ある

地域づくりをどのようにしていけばよいか

について、向き合う場となっていた。学生＝

若者の視点、学生＝よそ者の視点が、長くそ

の地域に暮らす人には、考えつかない視点や

発想を刺激する材料になったのかも知れな

い。健康福祉コンビニの機能として、地域住

民への刺激・活性効果が重要であることが示

唆された。 

（３） 高齢者支援策としての「健康福祉コ 

ンビニ」の意義と総合評価 

 次に、健康福祉コンビニが総合的にどのよ

うな機能と効果を上げたかについて、まとめ

ていきたい。 

 最終年度は、2回の活動を行った。その中

で、1 回は民泊も実施した。活動回数を増す

事に、地域と学生のつながりは強くなると同

時に、学生を向かい入れる地域のネットワー

クも強化されていくことが実感できた。 

 地域への刺激となる学生たちは、1回目の

アンケートにおいて、「こうした活動が何に

一番役立つと思うか」との質問に、「地域・

学生が元気になれる」31.2％(5/16 人中)と答

え、「地域理解」18.7％、「地域との交流」25％

の回答であった。2 回目の活動での実施記録

では、「友人からの誘いで活動に参加した」



 

 

学生は 26.3％（5/19 人中）で、「活動を継続

したい」と答えた学生は 47.3％、「ボランテ

ィア活動による成果への期待」21％であった。

参加動機は色々であるが、「今後、この活動

に参加したいか」との問いでは、100％「参

加したい」と答えていた。 

 前章では、地域住民の受け止めや志向につ

いて述べたが、刺激効果としての学生にも上

記のような変化があり、便利で不自由のない

生活を送っている学生たちが、中山間地域で

の生活や人々の暮らし、地域活性に興味を強

くしていることが理解できた。 

５．まとめ 

 以上から、ソーシャル・キャピタルに基づ

く健康高齢者支援策の検討についてまとめ

たい。カーピアーノは、「ソーシャル。キャ

ピタルは、ある人が他の人と結びつくことに

よって獲得するリソースのことである。」と

述べる３）。この指摘から、本研究について考

察してみると、健康高齢者支援策には、ネッ

トワークのための拠点が必要で、その拠点を

中心に、機能的・構造的な関係性が発展する

と考えた。しかし、本研究で取り扱ったよう

な中山間地域は、拠点に出向くことに大きな

障害があり、場所等を中心に据えた構成では

なく、本質的に人と人がつながるためには、

何を活用しどのような方策で強化していく

かが重要であるとわかった。 

 本研究では、学生によるボランティア活動

が、本来地域が有していた互酬性機能を活性

化したことから、ソーシャル・キャピタルを

ソシオメトリック測定法の観点から捉えて

みると、近接中心性が機能したと考えられる。

近接中心性（closeness centrality）は、あ

るアクターがネットワークの他のアクター

と、どれくらいの距離にいるかということを

測定するものである。調査地域であった須金

には、地域興しを検討するグループ（あるア

クター）があり、地味な活動を続けていた。

こうした状況に、学生による健康・生活支援

を軸とするボランティア（他のアクター）が

結びつき、年に数回という活動ではあっても、

信頼や期待関係における距離が縮まり、地域

にあったあるアクターが地域の潜在的アク

ターとつながり、ネットワーク内での結び付

き度合いや人々が有するリソースを活性化

させたのではないかと考える。 

 つまり構想した健康福祉コンビニは、ネッ

トワーク内の結び付きの度合いや地域住民

が有していた豊かな情報や活動力といった

リソースを刺激しうるものであったと言え

る。  

 今後の課題は、学生ボランティア等に替わ

る他のアクターを地域の中で発掘すること

であろう。ネットワークを自立させ、運用さ

せるためにも重要な課題と考える。 
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